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202２確定～副知事回答・第１回幹事団交渉報告
「特例業務の範囲見直し」「長時間労働是正の一層の推進」を求める人事委報告を無視
基本賃金・一時金の引上げ勧告についても「交渉課題全体で考える」とし実施を明言せず！
県労連は10月21日、2022確定交渉の副知事回答・第１回幹事団交渉を行いました。（詳細３頁）
自治労県職労の確定闘争重点要求
１．新採用・若年職員の支援について
人材確保の観点からも、人材獲得が競合する東京都など周辺自治体との給与格差はなくすべきである。
また、若年者支援、子育て支援に力を入れるべきである。少なくとも国や他県に劣る部分は改善すべき。
〇初任給を東京都と均衡するよう引き上げること。
〇次世代育成の観点から、一時金の増額は期末手当とすること。
〇育児休暇の取得期間について、現行の1歳6月までを義務教育終了時までに改善すること。県人事委員会報告でも「子育てや介護を行う職員の支援策の充実を図っていくことが重要」と指摘されている。
〇育児休業の取得に係る一時金や退職手当などの除算を廃止すべき。
〇結婚休暇を2日増やし7日とすべき。…多くの県では、結婚休暇は7日以上である。
〇他県からの採用者に移転料を支給すること。…国や多くの県では支給対象である。
２．賃金の改善
〇物価上昇分を加えた賃金引上げとすること。
〇テレワークに係る実費弁償について、措置すべき。
〇経験者採用の初任給格付けについて、国や他県からの割愛採用等を踏まえ改善すること。…前歴換算があっても初任の級が1級のため、事実上何年も昇級しない。割愛採用では国や他県での経歴を踏まえて格付けを行っている。民間から優秀な人材を集めるのなら、公務の割愛と同様に扱うべき。
３．臨時的任用職員、会計年度任用職員の処遇改善
〇臨時的任用職員の給与について、経験年数により上位級への格付けを行うこと。…現在は1級の最高号給である93号で頭打ちになっている。勤務実績が適正に反映されるよう改善すべき。
〇会計年度任用職員の報酬の上限を撤廃すべき。…他県では、上限が神奈川より高い県や職務によって報酬基準を分けているところもある。神奈川の会計年度任用職員は、事務分担を持ち主担当として働いている職員も多い。10年以上の前歴のある職員の報酬上限が、大学新卒者の初任給というのは、あまりにも世間の常識から外れている。非正規職員に対する差別的な処遇と言われかねない。同一労働同一賃金の視点から、会計年度任用職員の労働を正当に評価すべき。
４．人員増
〇県人事委員会は「中止又は廃止を前提とする事務事業の見直し、人員の適切な配置、業務のスケジュールや分担の見直しなど長時間労働の是正に向けた取組をより一層推進することを求めます。」と指摘している。時間外勤務時間から積算した人員増を求める。

〇また県人事委員会は「特例業務の範囲を、職員が従事する業務の状況を考慮して最小限のものとするよう留意することが必要です。」と指摘している。特例業務の範囲見直しを具体的に行うべきだ。
５．再任用職員の処遇改善について
　今のまま定年延長が導入されると、職場は混乱し、職場の団結に大きな支障が出る。再任用職員の処遇を定年延長者と均衡のとれたものとすべきである。
〇一時金、諸手当を常勤並みに支給すること。
〇定年延長者との均衡を図るため、フルタイム、短時間ともに５級格付けとすること。
〇介護対象者を抱える職員が少なくないことから、再任用に限らないが、60歳以上の職員の短期介護休暇を現行の５日／人から10日／人に拡充すること。
６．福利厚生の充実
〇人材確保の観点からも、本庁、主要合庁での福利厚生食堂を設置すること。…県庁に職員食堂のない県はほとんどない。民間は福利厚生を大幅に充実させている。
〇若年層への住宅支援…国や多くの県では、住居手当とは別に職員公舎を設置している。国や他県の職員公舎と同等の支援策を検討すべきである。
2022県労連賃金確定交渉第1回幹事団交渉報告
	課題
	県労連の要求・主張
	当局の回答・逆提案

	１．新型コロナウイルス感染症対応
	〇業務がコロナ禍以前の通常の戻ってきている中、コロナ対策本部の業務継続を応援職員ではなく、人事異動で職員を配置するなど抜本的な見直しを行うこと。
	○今年度は全数把握の見直し等により、最大600名程度の応援体制を約300名に縮小。今後も国の動向等を注視しながら適切に対応していく。

	２.賃金水準
	〇物価上昇による実質賃金の低下を考慮し、基本賃金についてすべての職員の生活改善につながる水準に引上げ、プラス勧告をすみやかに実施し年内に差額を支給すること。
○給料表間の異動に伴う給与決定基準の改善を図ること。
〇経験者採用に見合った給与の格付けについて検討し、改善すること。
○新幹線鉄道等利用者の対象要件を緩和して支給すること。
○物価上昇を考慮し、交通用具利用者の通勤手当を引上げること。
○特殊勤務手当については、職務内容や労働実態に対応した支給対象職務・要件の拡大や単価の改正を行うこと。
○旅費の支給については、物価上昇等の実態をふまえた支給とすること。
○テレワークを推進していくためにも、物価上昇を考慮し、在宅勤務（テレワーク）手当を早急に新設すること。また、遡及して支給すること。
○勤勉手当の成績率拡大・強化を行わないこと。
○一時金の公民較差で、2捨3入の0.02月分は、新型コロナ感染症対応で頑張っている職員に余すことなく使用すること。
○一時金の引上げ分は、期末手当で行うこと。
	○人事委員会勧告では、月例給は若年層が多く在職する級号給について引上げ、一時金は勤勉手当を0.10月引上げ。給与改定に当たっては財政状況、透明性、説明責任を念頭に、勧告を尊重して話し合う。
○勤勉手当の成績率について本日は言及しないが、人事院報告で「勤務実績をより適切に支給額に反映し得るよう、本年の勤勉手当の支給月数の引上げ分の一部を用いて、上位の成績区分に係る原資の確保を図ることとする。」とあるため、支給月数を改定する場合の成績率は、職員の勤務実績に応じ支給されるという勤勉手当の趣旨に沿ったものにすべきと考える。
○本県の初任給は東京に次いで二番目に高い。経験者採用の初任給について、人材確保のためには採用後の処遇も重要と認識。現行では民間等従事期間の100分の100の換算率を適用しており、今後も適切に評価していく。
○教員及び警察官の給料表異動に伴う現給保障のうち、最高号給を超える補償については、Ｒ６から廃止したい。
○私傷病休職者等の復職調整について、Ｈ19から調整率1/2としていたが、来年度からは国同様1/3以下としたい。
○通勤手当の特別料金支給について、本県では通勤に要する時間は原則片道60㎞、1時間30分以内としており、新幹線等の利用を要するほど困難な事情があるとまでは言えず、見直しは困難。
○特殊勤務手当の見直しは今確定期後しかるべき場で話し合いたい。
○退職手当の水準改定は国同様行わない。
○高齢者部分休業を取得した職員等の退職手当の計算方法における除算について、しかるべき場で話し合いたい。
○テレワーク手当、地方自治法で限定列挙するもの以外支給不可。通勤手当の取扱いも含め、国の動きを注視する。
○移転料、本県は交通網も発達しており、職員自身が転居の必要性を考慮した上で受験していると思われることから、実現は困難。
○自家用自動車を利用した場合の旅費、ガソリン価格は高騰しているが車の燃料消費率は改善しており直ちに改善の必要はない。

	３. 再任用職員、臨時的任用職員、会計年度任用職員の賃金・労働条件
	〇再任用職員の一時金の支給月数について常勤と同様にすること。
〇再任用職員に扶養・住居手当などの生活関連手当を支給すること。
〇定年引上げに際して、再任用短時間勤務職員の格付けを行政職給料表（1)4級水準に改善すること。
○臨時的任用職員における、経験に応じた級・号給の格付けなど、常勤職員の昇格実態をふまえて改善すること。また、年次休暇を常勤職員と同様になるよう改善すること。
〇人事委員会の報告などをふまえ、常勤と異なる会計年度任用職員の休暇・休業制度は同一労働同一賃金の観点から改善すること。
〇継続雇用に努めるとともに、雇用更新年限を設定しないこと。また、いわゆるパートタイム労働法の主旨を踏まえ、正規職員への転換措置を講じること。
〇男女雇用機会均等法などで民間の非正規労働者が保障されている諸権利について、同等の権利を保障すること。
	○再任用職員、臨時的任用職員、会計年度任用職員の給与等については、人事委員会勧告に基づく常勤職員の給与のほか、国等の均衡を踏まえ話し合いの上措置してきた。
○地方公務員の休暇については、地方公務員法第24条第4項により国及び他の地方公共団体の職員との間に均衡を失しないように適当な考慮が払われなければならない、との考えが基本になる。
○国家公務員の非正規職員の休暇等については、均衡の原則により、民間の同一労働同一賃金の動向を踏まえて措置するとなる。
○つまり、国家公務員との均衡を図ることにより、民間における同一労働同一賃金が反映されると考えている。
○再任用職員、臨時的任用職員の勤務条件については、これまでも常勤職員との均衡を図ることにより、必要な見直しを行っている。
○今年度は国に準じて育児休業制度について措置したほか、再任用、臨時的任用職員の介護休暇の取得期間の拡大等を見直した。
○臨時的任用職員の年次休暇は県独自措置を実施しており拡充困難。

	４．労働時間の短縮・休暇制度の拡充
	〇上限月45時間・年間360時間の時間外労働、在校等時間の適切な把握および上限規制を確実に遵守し、上限規制のあり方を含め検証を行うこと。
○有給教育休暇、家族休暇の新設やリフレッシュ休暇、ボランティア休暇の充実など、生涯設計に応じた休暇制度とすること。各種の休暇取得ができる条件整備を図ること。
〇結婚休暇の取得可能時期の延長や運用を改善すること。
	○本年度もすでに100時間超の時間外勤務が出たことを重く受け止めている。朝夕ミーティング、事前命令などのマネジメント、時間外勤務の承認等についての手続きを周知徹底したい。徹底的な業務見直しという方針を踏まえ引き続き取組む。
○結婚休暇、国は土・日通算で５日、本県では非通算５日で国を上回っておりこれ以上の措置は困難。

	５．仕事と家庭の両立支援の拡充
	〇育児部分休業と育児短時間勤務の対象年齢を義務教育終了時まで引き上げること。
○「出生サポート休暇」及び不妊治療に対する療養休暇の運用について検証するとともに、不育治療に対する休暇・休業制度の検討を行うこと。
	○仕事と家庭の両立支援制度について、国の措置や人事委報告を踏まえ、Ｒ４に不妊治療休暇の新設や出産休暇、育児参加休暇などの改善を行った。引き続き環境整備に努める。
○不育治療について、医師の診断書があれば療養休暇取得可であり改善は困難。


県労連確定闘争交渉日程
10月25日（火）県労連支部代交渉

27日（木）県労連第2回幹事団交渉

11月  2日（水）県労連第3回幹事団交渉
　　　　　総決起集会（WEB開催）
7日（月）副知事決議文手交

9日（水）県労連最終幹事団交渉

自治労県職労拡大評議委員会

11日（金）戦術配置
４．人員増


〇県人事委員会は「中止又は廃止を前提とする事務事業の見直し、人員の適切な配置、業務のスケジュールや分担の見直しなど長時間労働の是正に向けた取組をより一層推進することを求めます。」と指摘している。時間外勤務時間から積算した人員増を求める。


〇また県人事委員会は「特例業務の範囲を、職員が従事する業務の状況を考慮して最小限のものとするよう留意することが必要です。」と指摘している。特例業務の範囲見直しを具体的に行うべきだ。


５．再任用職員の処遇改善について


　今のまま定年延長が導入されると、職場は混乱し、職場の団結に大きな支障が出る。再任用職員の処遇を定年延長者と均衡のとれたものとすべきである。


〇一時金、諸手当を常勤並みに支給すること。


〇定年延長者との均衡を図るため、フルタイム、短時間ともに５級格付けとすること。


〇介護対象者を抱える職員が少なくないことから、再任用に限らないが、60歳以上の職員の短期介護休暇を現行の５日／人から10日／人に拡充すること。


６．福利厚生の充実


〇人材確保の観点からも、本庁、主要合庁での福利厚生食堂を設置すること。…県庁に職員食堂のない県はほとんどない。民間は福利厚生を大幅に充実させている。


〇若年層への住宅支援…国や多くの県では、住居手当とは別に職員公舎を設置している。国や他県の職員公舎と同等の支援策を検討すべきである。








